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経常収支比率の分析

人 口

面 積

歳入総額

歳出総額

74,928

354.12

30,325,791

28,856,414

人(H19.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）

H18類似団体内順位

25/48

全国市町村平均

90.3

栃木県市町村平均

86.8

(%)

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

69.5

99.2

86.988.6

86.3

82.983.5

H18H17H16H15H14

90.089.0

84.8

87.0
88.8

人件費

H18類似団体内順位

30/48

全国市町村平均

28.2

栃木県市町村平均

29.1

(%)

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

16.4

37.0

26.6
29.428.5

26.827.6

H18H17H16H15H14

29.2
31.0

28.828.228.0

物件費

H18類似団体内順位

22/48

全国市町村平均

12.9

栃木県市町村平均

12.5

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

6.9

17.3

12.8
13.112.9

12.1

12.2

H18H17H16H15H14

12.112.612.6
11.5

12.3

扶助費

H18類似団体内順位

35/48

全国市町村平均

8.6

栃木県市町村平均

7.3

(%)

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

3.6

8.1

6.45.9
6.3

5.8
5.4

H18H17H16H15H14

7.1

5.5

6.5

5.5

4.5

その他

H18類似団体内順位

16/48

全国市町村平均

10.6

栃木県市町村平均

10.8

(%)

0.0

6.0

12.0

18.0

24.0

3.6

19.7

10.810.39.7
9.0

8.4

H18H17H16H15H14

9.9

8.27.77.3

9.1

補助費等

H18類似団体内順位

42/48

全国市町村平均

10.2

栃木県市町村平均

10.3

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

3.1

27.2

12.6
11.611.912.012.3

H18H17H16H15H14

16.7
16.9

13.4

16.2
14.7

公債費

H18類似団体内順位

7/48

全国市町村平均

19.8

栃木県市町村平均

16.8

(%)

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

8.3

27.1

17.7
18.3

17.0

17.217.6

H18H17H16H15H14

15.0
14.8

15.8

18.3

20.2

公債費以外

H18類似団体内順位

39/48

全国市町村平均

70.5

栃木県市町村平均

70.0

(%)

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

57.1

81.9

69.270.3

69.3

65.765.9

H18H17H16H15H14

75.074.2

69.0

68.768.6

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類

した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】

・給与水準が類似団体と比較して高いため、経常収支比率の人件費分が高くなっている。今後は、集中改革プランにより

職員定数の適正化、年功序列型から脱却した人事評価システムの構築や特殊勤務手当等各種手当の見直しを進め、人

件費の削減に努める。

【物件費】

・類似団体平均を下回っており、今後とも、旅費、需要費等の財源配分型予算編成や長期継続契約による経費削減等によ

り経常経費総額の抑制を図る。

【扶助費】

・児童手当費や生活保護費の増加により、扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っている。子育て支援や保

健福祉対策として今後上昇することが予想されるので特に注視していかなければならない。

【補助費等】

・市の出資する法人や各種団体への補助金が多額であるため、補助費等の経常収支比率が類似団体平均を上回ってい

る。今後は、市単独補助金について５～１０％の減額、行政評価等による見直しを行い削減を図る。

【公債費】

・大型建設事業（那須野が原ハーモニーホール、ふれあいの丘）の償還が終了したことから、公債費に係る経常収支比率

が類似団体平均を下回り減少傾向にある。人口１人当たりの決算額も類似団体平均を大きく下回っている。合併後は、合

併特例債の償還により上昇することが予想されるので、合併特例債以外の新規発行債の抑制を行い、後年度負担の軽減

に努める。

【普通建設事業費】

・普通建設事業費の人口１人当たり決算額は、合併前は類似団体平均を下回り減少傾向にあった。合併後は、新市の均

衡ある社会資本整備のため、類似団体平均を上回り上昇傾向にある。今後は、単独事業を中心に予算要求限度枠を設定

したり、事務事業の見直し等を行い、合併関連経費を除く投資単独経費の縮減を図る。

※ 平成１６年度までの数値は旧大田原市、平成１７年度以降は新生大田原市の決算に基づく数値である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,365,763 71,612 75,975 ▲ 5.7
賃金（物件費） 204,300 2,727 3,990 ▲ 31.7
一部事務組合負担金（補助費等） 876,044 11,692 9,828 19.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 639 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 2 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 267,317 3,568 2,464 44.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 45,426 606 1,820 ▲ 66.7

当該団体決算額
（千円）
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(円)

120,000

140,000

160,000

180,000

当該団体値

類似団体内平均値

153,205

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 45,426 606 1,820 ▲ 66.7
▲退職金 ▲ 508,707 ▲ 6,789 ▲ 8,124 ▲ 16.4
合計 6,250,143 83,415 86,592 ▲ 3.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.62 8.40 0.22
ラスパイレス指数 98.4 96.3 2.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,635,699 35,176 44,455 ▲ 20.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
（千円）
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- - 14 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 851,504 11,364 14,963 ▲ 24.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

507,904 6,779 5,423 25.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

151,272 2,019 2,850 ▲ 29.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 18 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,991,415 ▲ 26,578 ▲ 32,442 ▲ 18.1

合計 2,154,964 28,760 35,281 ▲ 18.5

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,786,330 69,066 1.7 72,481 ▲ 5.5 7.2

うち単独分 2,874,526 52,434 ▲ 10.2 47,913 ▲ 12.2 2.0

2,846,938 51,853 ▲ 24.9 62,431 ▲ 13.9 ▲ 11.0

うち単独分 1,836,581 33,451 ▲ 36.2 41,705 ▲ 13.0 ▲ 23.2

2,803,599 50,962 ▲ 1.7 54,494 ▲ 12.7 11.0

うち単独分 2,140,257 38,905 16.3 39,580 ▲ 5.1 21.4

4,597,711 61,020 19.7 57,030 4.7 15.0

うち単独分 2,960,414 39,290 1.0 37,129 ▲ 6.2 7.2

4,820,137 64,330 5.4 56,780 ▲ 0.4 5.8

うち単独分 3,092,070 41,267 5.0 34,392 ▲ 7.4 12.4

過去５年間平均 3,770,943 59,446 0.0 60,643 ▲ 5.6 5.6

うち単独分 2,580,770 41,069 ▲ 4.8 40,144 ▲ 8.8 4.0
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